
監査公表第３号 

  

令和４年２月１０日に受け付けた住民監査請求について，地方自治法第２４２条第５

項の規定により監査を行ったので，同項の規定により，当該結果その他の請求人への通

知の内容（請求人の住所及び氏名等を除く。）を別紙のとおり公表します。 

 

令和４年３月２８日 

 

呉市監査委員 

  奥 野  彰  

沖 本 恭 治  

藤 原  広  
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呉 監 第 ２ ８ ３ 号 

令和４年３月２８日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呉市監査委員 

奥 野   彰 

沖 本 恭 治 

藤 原   広 

 

住民監査請求に係る監査結果について（通知） 

    

令和４年２月１０日付けで地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」とい

う。）第２４２条第１項の規定に基づき提出された呉市職員措置請求書について監査した

結果を，同条第５項の規定により，次のとおり通知します。 

 

第１ 請求の要旨等 

 

１ 請求の要旨 

提出された上記請求書及び請求人の陳述内容から，請求の要旨を次のように解した。 

(1) 呉市教育委員会（以下「市教委」という。）は，令和３年６月２２日及び同年８月

５日の２回にわたって「呉市教科用図書選定委員会（以下「選定委員会」という。）」

を開催し，当該選定委員会の委員（以下「選定委員」という。）３名に対し，報償費

（３名分 計４０，２００円）を支出した。 

(2) 当該報償費の支出は，違法である。 

(3) 報償費の支出が違法であるとする根拠は，次のとおりである。 

ア 「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和３８年法律第１

８２号。以下「無償措置法」という。）」では，各都道府県教育委員会の自治法上

の附属機関として，「教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）」の設

置が義務付けられており，当該選定審議会が教科用図書（以下「教科書」という。）

の採択の手続において重要な役割を果たしている。 

選定委員会は，選定審議会と同様の役割を果たすものであるため，当然，市教

委の附属機関であるべきものと考える。 

したがって，選定委員会は，自治法第２０２条の３に規定する附属機関として，

その設置については，自治法第１３８条の４第３項本文の規定により，条例で定
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めなければならないにもかかわらず，当該条例によらない違法な組織である。 

イ 選定委員の役務の提供への対価は，条例により選定委員会を設置した上で，「報

酬」として支払うべきであったにもかかわらず，「報酬」ではなく「報償費」とし

て違法に支出している。 

(4) よって，財務会計行為の権限を有している呉市長及び選定委員会を違法な状態の

まま放置してきた呉市教育長（以下「教育長」という。）に対し，当該選定委員に支

出した報償費４０，２００円を呉市に賠償するよう求める。 

 

２ 事実証明書 

(1) 令和３年６月２２日に開催された選定委員会に係る選定委員への報償費の執行伺

兼支出負担行為書（一般）の写し 

(2) 令和３年６月２２日に開催された選定委員会に係る選定委員への報償費の支出命

令書（一般）の未決文書の控えの写し 

(3) 令和３年８月５日に開催された選定委員会に係る選定委員への報償費の執行伺兼

支出負担行為書（一般）の写し 

(4) 令和３年８月５日に開催された選定委員会に係る選定委員への報償費の支出命令

書（一般）の未決文書の控えの写し 

 

３ 参考添付資料 

(1) 呉市教科用図書の採択に関する規程（昭和６０年呉市教育委員会訓令第４号） 

(2) 「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律逐条解説（第一法規出版，

諸沢正道著）」１３８～１５７ページ 

(3) 市教委協議会（平成１３年４月２０日開催）の会議資料・会議録 

(4) 県内市の条例等 

ア 広島市附属機関設置条例（昭和２８年広島市条例第３５号），広島市教科用図書

採択審議会規則（平成２５年広島市教育委員会規則第４号） 

イ 福山市教科用図書選定委員会条例（平成２９年福山市条例第１２号） 

ウ 附属機関の設置に関する条例（昭和５０年東広島市条例第３４号），小中学校教

科用図書採択に係る選定委員会規則（平成２７年東広島市教育委員会規則第１９

号） 

(5) 市教委定例会（令和３年７月２８日開催）の会議資料（報告第２１号）・会議録 

(6) 小・中学校及び義務教育学校における教科用図書採択に関する状況調査票集計

（市教委作成資料） 

 

第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 

請求の内容を総合的に判断して，選定委員３名への当該報償費の支出が，自治法第

２４２条第１項に規定する違法又は不当な財務会計上の行為に該当し，その結果，呉

市に財産上の損害が発生しているかどうかを監査の対象とした。 
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２ 監査対象部課 

市教委教育部学校教育課，教育総務課  

 

３ 請求人の証拠の提出及び陳述 

請求人に対し，令和４年２月２２日に，自治法第２４２条第７項の規定により，証

拠の提出及び陳述の機会を与え，請求人から，同日，次の書類が提出された。 

(1) 附属機関の役割と問題点（自治実務セミナー 自治体コモンズホームページ掲載

情報）の写し 

(2) 「附属機関の整理（令和２年３月全国町村会総務部法務支援室発行）」２ページ，

３ページ及び６ページ 

(3) 「７月２８日呉市教育委員会会議（報告第２１号）「教科用図書採択に関わる他都

市状況調査について」についての抗議と要請」 

(4) 「７月２８日呉市教育委員会会議（報告第２１号）「教科用図書採択に関わる他都

市状況調査について」についての抗議と要請への回答」 

(5) 教科書採択の方法（文部科学省ホームページ掲載情報）の写し 

(6) 「最近の呉市教委との「やりとり」の中で」（請求人作成） 

 

４ 出席関係職員の陳述 

令和４年２月２４日に，市教委教育部，学校教育課及び教育総務課所属の出席関係

職員（以下「出席職員」という。）から陳述の聴取を行った。 

 

第３ 監査の結果 

本件監査請求については，監査の結果，合議により，次のように決定した。 

 

１ 事実の確認 

監査は，請求人及び出席職員から，それぞれ陳述の聴取等を行ったほか，出席職員

その他の関係職員からの事情聴取，関係書類の確認などの方法により実施し，その結

果，次の各事実を確認した。 

(1) 選定委員会について 

ア 市教委は，義務教育諸学校で使用する教科書の採択に関して必要な事項を定め

るため，「呉市教科用図書の採択に関する規程（以下「採択規程」という。）」とい

う題名の訓令を制定している。 

選定委員会等の設置について，採択規程では，次のように規定されている。 

 （組織） 

第２条 前条の趣旨に沿った採択を行うため，呉市教科用図書選定委員会（以下「選定

委員会」という。）及び呉市教科用図書調査・研究委員会（以下「調査・研究委員会」

という。）を置く。 

イ 教科書採択の方針及び手順について，採択規程では，次のように規定されてい

る。 

 （小・中学校の採択の方針及び手順） 
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第３条 採択に当たっては，無償措置法第１３条第１項の規定によるほか，学習指導要

領に基づき呉市の実情に即するよう考慮するとともに次の手順によるものとする。 

(1) 教育長は，選定委員会に，採択日程及び教科用図書選定の注意事項等を示す。 

(2) 教育長は，選定委員会に，教科用図書の選定についての審議を依頼する。 

(3) 選定委員会は，調査・研究委員会に，教科用図書の調査・研究を依頼し，報告を

受けた後，当該報告について審議し，その結果を教育長に報告する。 

(4) 教育長は，選定委員会の報告を受けた後，教育委員会の会議に付議するため，当

該会議を招集する。 

(5) 教育委員会の会議では，選定委員会の報告を基に教科用図書について審議し，採

択を決定する。 

ウ 選定委員会の所掌事務について，採択規程では，次のように規定されている。 

 （選定委員会の所掌事務） 

第４条 選定委員会は，前条に規定する採択の方針に基づき，調査・研究委員会に教科

用図書の調査・研究をするに当たっての観点を示す。 

２ 選定委員会は，調査・研究委員会の報告を基に，幅広い視野からの意見を取り入れ，

すべての教科用図書について審議し，その結果について当該理由を付した上，教育長

に報告する。 

(2) 選定委員について 

ア 選定委員について，採択規程では，次のように規定されている。 

 （選定委員会の委員） 

第５条 選定委員会は，次項において定める委員をもって組織する。 

２ 選定委員会の委員（以下「選定委員」という。）は，次に掲げる者のうちから，教育

委員会が委嘱する。 

(1) 呉市小学校長会長又は呉市立中学校長会長 

(2) 若干名の保護者代表及び学識経験者 

(3) 呉市立小学校教育研究会又は呉市立中学校教育研究会に属する教科部会及び道徳

部会を代表する校長 

(4) 前号に規定するほか，呉市立中学校教育研究会社会部会に属する校長 

３ 選定委員の任期は，委嘱の日の属する年度の８月３１日までとする。 

４ 採択に直接の利害を有する者は，選定委員となることができない。 

イ 令和３年度における選定委員の委嘱については，令和３年６月１５日に辞令が

発令されている。 

なお，委嘱期間は，同年８月３１日までとなっている。 

(3) 選定委員会の会議及び選定委員への報償費の支出について 

ア 令和３年度に開催された本請求に係る選定委員会の会議は，次のとおりである。 

会議開催日 議  事  内  容 

令和３年６月２２日 
委員長及び副委員長の選出，教科用図書（中学校「社会（歴史的分

野）」）の調査・研究の観点等について 

令和３年８月５日 総合所見の案について 

イ 呉市では，地方公共団体の長の権限である予算の執行権については，自治法第
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１８０条の２及び「呉市長の権限に属する事務の補助執行に関する規程（昭和４

７年呉市訓令第１４号）」第２条の規定に基づき，市教委の事務処理に要する経費

に係る予算についての負担行為及びその支出命令に関することを，市教委の事務

職員に補助執行させており，「呉市事務決裁規程（昭和５８年呉市訓令第４号）」

第８条第１項の規定によれば，５００万円未満の報償費の支出の決定等について

は，課長が行うこととされている。 

ウ 上記アに示す選定委員会の会議に出席した選定委員のうち，報償費の支給対象

者である保護者代表２名及び学識経験者１名への報償費に係る執行伺兼支出負

担行為書及び支出命令書においては，決裁権者である学校教育課長の決裁を受け

ており，当該報償費は，次のとおり支出されている。 

(ｱ) 令和３年６月２２日開催分 

区  分 時間単価 時 間 支 給 額 
支出負担 

行為日付 
支出日付 

保護者代表（２名） ３，１００円 ２時間 １２，４００円 令和３年 

６月１６日 

令和３年 

７月５日 学識経験者 ７，２００円 ２時間 １４，４００円 

(ｲ) 令和３年８月５日開催分 

区  分 時間単価 時 間 支 給 額 
支出負担 

行為日付 
支出日付 

保護者代表（２名） ３，１００円 １時間 ６，２００円 令和３年 

７月２１日 

令和３年 

８月２０日 学識経験者 ７，２００円 １時間 ７，２００円 

 

２ 監査委員の判断 

(1) 住民監査請求の要件に係る判断について 

住民監査請求は，普通地方公共団体の執行機関又は職員による違法又は不当な財

務会計上の行為又は怠る事実により，当該地方公共団体に財産的損害が生じ，又は

生じるおそれのある場合において，当該財務会計上の行為又は怠る事実についての

監査及び執行の未然防止又は是正等を監査委員に請求する権能を住民に対して与

え，もって，住民全体の利益を確保し，地方財務行政の適正な運営を確保すること

を目的としたものである。 

したがって，違法行為等の事実があるだけでなく，その行為によって具体的に損

害が発生していること又は発生するおそれがあることが要件となる。 

また，自治法第２４２条第１項の規定によれば，この「財務会計上の行為」とは，

①公金の支出，②財産の取得，管理又は処分，③契約の締結又は履行，④債務その

他の義務の負担とされ，また，「怠る事実」とは，⑤公金の賦課又は徴収を怠る事実，

⑥財産の管理を怠る事実とされている。 

請求人は，選定委員会は，自治法第２０２条の３に規定する附属機関であり，そ

の設置については，自治法第１３８条の４第３項本文の規定により，条例で定めな

ければならないにもかかわらず，当該条例によらない違法な組織であること，また，

選定委員の役務の提供への対価を，条例により選定委員会を設置した上で，報酬と

して支払うべきであるにもかかわらず，報償費として支出していることが違法な行
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為であると主張している。 

この請求人の主張は，選定委員への報償費の支出に関するものであるから，上記

の「①公金の支出」に当たり，住民監査請求の対象である財務会計上の行為に該当

する。 

このことを前提として，以下において，選定委員の役務の提供への対価の支払が，

違法又は不当な公金の支出に当たるのか及び違法又は不当な公金の支出と認めら

れる場合に呉市に損害が発生しているのかについて検討する。 

(2) 違法又は不当な公金の支出の存否についての検討 

  ア 自治法に規定する「附属機関」について 

自治法第２０２条の３第１項では，「普通地方公共団体の執行機関の附属機関

は，法律若しくはこれに基く政令又は条例の定めるところにより，その担任する

事項について調停，審査，審議又は調査等を行う機関とする。」と，自治法第１３

８条の４第３項本文では，「普通地方公共団体は，法律又は条例の定めるところに

より，執行機関の附属機関として自治紛争処理委員，審査会，審議会，調査会そ

の他の調停，審査，諮問又は調査のための機関を置くことができる。」と，それぞ

れ規定されている。 

このことから，「附属機関とは，執行機関の行う行政の執行のため，又は行政執

行に伴い，必要な調停，審査，審議又は調査等を行うことを職務とする機関であ

る」と解されている（甲府地方裁判所平成２９年（行ウ）第３号。平成３１年１

月２９日判決言渡し）。 

また，「調停」とは，第三者が紛争当事者の間に立って，当事者の互譲によって

紛争の妥当な解決を図ることを，「審査」とは，特定の事項について判定ないし結

論を導き出すために，その内容を検討することを，「審議」とは，特定の事項につ

いて意見を述べ議論することを，「調査」とは，一定の範囲の事項についてその真

実を調べることを，それぞれ意味するものであるとされている（大阪高等裁判所

平成２６年（行コ）第１５８号／平成２７年（行コ）第３号／平成２７年（行コ）

第２６号。平成２７年６月２５日判決言渡し）。 

イ 選定委員会の附属機関該当性について 

次に，本請求に係る選定委員会が附属機関であるかどうかを，請求人の主張，

選定委員の構成及び活動内容により，総合的に判断していく。 

(ｱ) 請求人の主張 

ａ まず，請求人は，教科書の採択の手続において重要な役割を果たしている

都道府県の選定審議会が，無償措置法により設置が義務付けられている自治

法上の附属機関に当たるため，教科書採択において当該選定審議会と同様の

役割を果たすものである選定委員会についても，同様に自治法上の附属機関

であるべきものとの主張をしている。 

  そのため，当該選定審議会の所掌事務について，無償措置法の条文を確認

したところ，都道府県立の義務教育諸学校において使用する教科書採択に当

たっての都道府県教育委員会からの諮問に対して答申を行うほか，市町村教

育委員会の行う教科書採択に関する事務についての都道府県教育委員会に

よる指導，助言又は援助の内容に係る同教育委員会からの諮問に対して答申
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を行うという二つの役割を有しているため，市町村の選定委員会が同様の役

割を果たすべきものとは言い難く，このことを根拠として，選定委員会が附

属機関であると結論付けることはできない。 

  また，文部科学省がホームページに掲載している「義務教育諸学校用教科

書の採択の仕組み」においては，市町村教育委員会における選定委員会は，

「任意的に設けられるもの」との記載がされていることから，選定委員会が，

条例により設置すべき附属機関としての組織であることまで求められては

いないことが見て取れる。 

ｂ 次に，請求人は，平成１３年１月２６日付けで「広島県教科用図書採択検

討会議（広島県教育委員会が要綱により設置した第三者機関）」が広島県教育

委員会（以下「県教委」という。）に提出した教科書採択の在り方に係る提言

（以下「提言」という。）を引用し，これを市教委に送付してきた県教委が，

これによって，全ての採択地区に選定委員会を置くことを指導しているため，

広島県内においては，その設置が義務付けられているとの主張をしている。 

そこで，当該資料を確認したほか，出席職員からの事情聴取等を行ったと

ころ，まず，「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律

（平成１１年法律第８７号）」により，国と地方公共団体，都道府県と市町村

の関係が，平成１２年４月１日以降，「上下・主従関係」から「対等・協力関

係」へと改められたことが確認でき，よって，平成１２年度中に文部科学省

及び県教委からなされた指導は，平成１１年度以前の強制力を有する上位機

関からの命令・令達とは異なり，あくまでも，「技術的助言」の一環としてな

されたものと認めることができる。 

あわせて，提言の中では，「この提言の趣旨を生かし，教科書採択の在り方

について工夫改善を図られたい。」と記載されており，このことからも，当該

提言は，強制力を持たないものであると判断することができる。  

ｃ 最後に，請求人は，平成１３年４月２０日に開催された市教委協議会の会

議録及び会議資料（資料３ 教科用図書採択の手続・方法【小・中学校】）に

おいて，市教委からの諮問に対して選定委員会が答申を行う旨が記載されて

いることから，市教委においても，選定委員会が附属機関であると認識され

ていたとの主張をしている。 

参考添付資料の(3)を確認したところ，当該主張のとおり，教育長が選定委

員会に諮問し，選定委員会から教育長に答申する図式等が示されており，附

属機関としての機能を有する機関であるかのように見受けられたため，出席

職員からの事情聴取を行い，また，その事後に関連資料の確認を行ったとこ

ろ，市教委においては，当初から，選定委員会を諮問機関とは位置付けてい

ないとの説明がされ，かつ，同年５月２３日に教育長により決裁された採択

規程の一部を改正するための起案文書においては，当該資料の「諮問・答申」

の箇所が，「依頼・報告」へと改められており，つまり，当該訓令の令達に至

るまでの間に，改めて法的な整理がされ，誤解を招かない用語を使用した資

料修正がなされている事実を確認することができた。 

なお，当該協議会での説明後に行われた変更については，意思決定の手続
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を踏まえ，事後において，当然，市教委の教育委員に説明等がなされ，了承

を得た上で，当該訓令の令達に至ったものと考えているとの説明も附随的に

なされたところである。 

以上のことから，請求人の示す当該資料をもって，平成１２年当時，市教

委において，選定委員会を，内部組織ではなく，附属機関であると認識して

いたことを証拠付けることは困難であると考える。 

(ｲ) 選定委員の構成 

令和３年度における選定委員の構成は，全１６人中，１３人が市立中学校の

校長，２人が保護者代表，１人が学識経験者から成っている。  

これは，提言を尊重し，適正かつ公正な教科書採択の手続を確保し，開かれ

た採択となるよう，それまでは，市教委の職員である指導主事と，市教委の指

揮監督下にある校長等の教職員（以下「内部職員」という。）のみで構成されて

いた教科書選定のための「教科用図書研究会」を，平成１３年５月２４日をも

って，内部職員に若干名の保護者代表及び学識経験者を委員に加えた「選定委

員会」と，内部職員のみで構成される「呉市教科用図書調査・研究委員会（以

下「調査・研究委員会」という。）」とに再編したことによるものである。 

なお，選定委員と調査・研究委員会の委員とは兼ねることができないとされ

ている。 

 (ｳ) 選定委員の活動内容 

採択規程によれば，選定委員会の所掌事務としては，①採択の方針に基づき，

調査・研究委員会に対し，教科書の調査・研究をするに当たっての観点を示す

こと，②全ての教科書について審議し，その結果について当該理由を付した上，

教育長に報告することの２点が規定されており，一見，「調停，審査，審議又は

調査等を行うことを職務とする機関」であるようにも思われる。 

そのため，出席職員その他の関係職員に，この点を確認したところ，当該選

定委員の実際の職務内容は，教育長から示された「基本方針」の中に記載され

た「調査・研究のための観点」並びに当該観点に基づき設定した視点及び方法

を調査・研究委員会に示すことと，市教委会議において教科書を採択するため

に必要な，各教科ごとの「総合所見」を準備することであった。 

この「総合所見」は，全ての教科書について，各観点ごとに，客観的に判断

できる各教科書の特徴が示されたものであり，いずれかの教科書を推薦したり，

教科書の採択に係る順位付け等を行うものではないため，選定委員会が，上記

アにおいて示した附属機関としての機能を有する機関であるとの結論付けは

行い難い。 

また，各選定委員の役割を確認したところ，市教委の指揮監督下にある市立

中学校長から成る内部委員の役割は，主として，総合所見を作成することであ

り，この総合所見は，各教科の専門性にたけた内部委員が，調査・研究委員会

からの報告を基に，それぞれ教科別の原案を作成し，当該原案は，選定委員会

において，他の内部委員や保護者代表及び学識経験者からなる外部委員からの

意見を参考に修正した上で教育長に報告される。 

また，市教委会議において，総合所見を作成した各教科の選定委員が，それ
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ぞれ，その内容の説明を行っているが，教育委員は，あらかじめ，原則として

全員が，当該選定委員会の会議を傍聴し，そこで各選定委員から出された意見

を詳細に把握した上で，市教委会議での採択に臨んでいる。 

一方，外部委員については，あくまでも，オブザーバー的な立場で，専門的

な意見や，利用者の側に立った率直な意見を述べることにより，開かれた教科

書採択の一翼を担うという役割を果たしている。 

ところで，行政実例（昭和２８年１月１６日付け自行行発第１３号。群馬県

総務部長宛て行政課長回答）によれば，執行機関の補助職員のみから構成され

るようなものであれば，条例によらなくとも，執行機関限りで適宜設置するこ

とができるものと解して差し支えない旨の見解が示されている。 

また，新版逐条地方自治法（学陽書房，松本英昭著）では，「要綱等によって，

執行機関の補助職員以外の外部のものも委員あるいは構成員として加わる委

員会，協議会等を設置している例が少なくないが，こうしたものは「機関」と

は区別して，行政運営上の意見聴取，情報や政策等に関して助言を求める等の

場として設けられるもので，（自治法第１３８条の４）第３項に違反するもので

はないとみられる。」とされている（同書籍に，この見解が追記されたのは，附

属機関か否かを争う高等裁判所の判決が数件示された後の第７次改訂版（平成

２５年７月１日発行）からである。）。 

これらのことから，選定委員会は，組織の運営において専門的な立場からの

助言を得ることや，公正性・透明性を確保することを目的として，若干名の外

部委員を構成員に加えてはいるが，その実質は，各内部委員による検討，資料

作成等を行うための組織であることが認められるため，附属機関に相当する機

関であるとの結論付けは困難である。 

以上のことから，選定委員会を，自治法第２０２条の３に規定する附属機関であ

るとの結論を下すことはできない。 

また，選定委員会が附属機関である場合，その委員は，市の非常勤の職員となり，

「呉市報酬及び費用弁償条例（昭和２２年呉市条例第４２号）」に基づき，報酬を支

給することとなるが，附属機関でない場合には，その選定委員は非常勤の職員とは

ならないことから，当該選定委員の役務の提供への対価の支払方法としては，報償

費という費目によることが相当である。 

したがって，選定委員への当該報償費の支出が，自治法第２４２条第１項に規定

する違法又は不当な財務会計上の行為に該当するとの請求人の主張を認めること

はできない。  

そのため，市に財産上の損害が発生しているかについての検討を行う必要は認め

られない。 

(3) 結論 

以上のことから，請求人の主張には理由がないものと判断する。 

 

３ 監査委員の意見 

本件監査に当たり行った関係書類等の調査において，採択規程（訓令）や関連資料

を確認したところ，「諮問，答申，審議」等といったような，一見，当該選定委員会が
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自治法上の附属機関に該当する組織であるとの誤解を抱かせるような表記がなされ

た箇所があり，また，市教委の指揮命令下にはなく，意見や助言を求めているだけの

外部委員が，他の役割を担う内部委員と同列の選定委員であるかのごとく採択規程

（訓令）の条文において各号列記されているといったように，実態や，それぞれの役

割が的確かつ詳細に反映されているとは言い難い規定も見受けられた。 

さらに，選定委員への「報償費」の支出に係る執行伺兼支出負担行為書等に関して

も，起案者により，誤って，その事務事業欄に「報酬」との記載がなされ，その後の

決裁に至るまでの過程において，この誤りを，合議又は決裁の役割を担う関係職員の

誰も認識することができず，結果として，このままの状態での関係公文書の保管が継

続され，これが，その後の情報公開に供され，請求人の指摘を受けるに至ったという

状況及び経緯を確認することができたが，当該結果は，ひとえに，当該事務事業の執

行に携わる関連職員の法令等の理解不足や認識誤りに起因するものであり，誠に遺憾

である。 

以上のことから，特に，採択規程（訓令）については，実態を的確かつ詳細に反映

した規定となるよう所要の見直しを是非検討され，また，事務事業の執行においても，

法令等を理解し，熟知した上で適正な書類の作成に当たられることなどにより，更に

一層，市民の理解と協力を得られる教育行政となるよう努められたい。 

 


